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　　　　告　　　示（第1356号︲第1374号）

○指定漁船を普通損害保険に付すべき義務の消滅　　　　（漁業管理課）……………１

○生活保護法に基づく指定医療機関の指定の取消し　　（保護・援護課）……………１

○生活保護法に基づく介護機関の指定　　　　　　　　（保護・援護課）……………２

○生活保護法に基づく指定介護機関の名称及び所在地の変更

（保護・援護課）……………３

○生活保護法に基づく指定介護機関の廃止　　　　　　（保護・援護課）……………３

○土地改良区の換地計画の適否決定　　　　　　　　（農村森林整備課）……………３

○農業振興地域の区域の変更　　　　　　　　　　　（水田農業振興課）……………４

○青少年に有害な図書類の指定　　　　　　　　　　　　（青 少 年 課）……………６

○都市計画の変更　　　　　　　　　　　　　　　　　　（都市計画課）……………６

○開発行為に関する工事の完了　　　　　　　　　　　　（都市計画課）……………６

○開発行為に関する工事の完了　　　　　　　　　　　　（都市計画課）……………６

○道路の区域の変更　　　　　　　　　　　　　　　　　（道路維持課）……………６

○道路の供用の開始　　　　　　　　　　　　　　　　　（道路維持課）……………７

○大規模小売店舗立地法第６条第１項の規定に基づく変更の届出

（中小企業振興課）……………７

○大規模小売店舗立地法第６条第２項の規定に基づく変更の届出

（中小企業振興課）……………７

○大規模小売店舗立地法に基づき市町村から聴取した意見等

（中小企業振興課）……………８

○大規模小売店舗立地法に基づき市町村から聴取した意見等

（中小企業振興課）……………８

○特定非営利活動法人設立の認証申請　　　　　　　（社会活動推進課）……………８

○特定非営利活動法人設立の認証申請　　　　　　　（社会活動推進課）……………９

　　　　公　　　告

○平成23年度福岡県情報公開条例の運用状況　　　　（県民情報広報課）……………９

○平成23年度福岡県個人情報保護条例の運用状況　　（県民情報広報課）……………18

○飲酒運転撲滅の日及び撲滅週間の設定について　　　　（生活安全課）……………27

　福岡県告示第1356号

　次の加入区において平成20年７月福岡県告示第2853号により発生した指定漁船を普通

損害保険に付すべき義務は、漁船損害等補償法（昭和27年法律第28号）第113条の２第

１項第１号の規定により平成24年７月28日を限り消滅したので、同条第２項の規定によ

り公示する。

　　平成24年７月31日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

　加入区の名称　川口加入区

　福岡県告示第1357号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第51条第２項（中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号。以下「法」とい

う。）第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定に基づき

、指定医療機関の指定を取り消したので、生活保護法第55条の２（法第14条第４項にお

いてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により次のように告示する。

　　平成24年７月31日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

目　　　次

告　　　示

指定番号 名　　　称 所　　在　　地 指定の取消年月日

柳生歯61 かばしま歯科医院 柳川市城隅町８︲６ 24・  ７・  ９
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　福岡県告示第1358号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第１項（中国残留邦人等の円滑な帰

国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号。以下「法」

という。）第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定に基

づき、介護機関の指定をしたので、生活保護法第55条の２（法第14条第４項においてそ

の例によるものとされた場合を含む。）の規定により次のように告示する。

　　平成24年７月31日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

八女居91 デイサービス八女
津媛 八女市本町１︲360 24・  ６・  １ 通介・予通介

中居64 グループホームほ
のぼの 中間市蓮花寺３丁目21︲３ 24・  ４・  １ 認共

中支21 砂山ケアプランサ
ービス 中間市大字垣生1535 24・  ４・  １ 居支

筑紫居9 ベストサポート 筑紫野市二日市中央１丁目
２︲７ 24・  ７・  １

福用・福販・
予福用・予福
販

春居62 デイサービス夏み
かん 春日市須玖南２丁目103 24・  ４・  １ 通介・予通介

春居64 デイサービス玄々
堂 春日市須玖北９丁目28 24・  ７・  １ 通介・予通介

春居63
ケアステーション
ホワイトクローバ
ー春日

春日市須玖北３丁目105︲
103 24・  ６・  １ 訪介・予訪介

糸島地居61 前原中央デイサー
ビス

糸島市前原中央３丁目17︲
１ 24・  ６・  １ 通介・予通介

筑紫地居36 マイペース博多南
店

筑紫郡那珂川町中原２丁目
163 24・  ６・  １ 通介・予通介

粕支36 ケアプランサービ
スえん

糟屋郡志免町大字吉原754
︲１（脇坂アパートＡ） 24・  ７・  １ 居支

粕居119 まごころ介護信愛 糟屋郡須恵町大字上須恵
775（フローラル須恵Ｂ101） 24・  ６・  １ 訪介・予訪介

粕居120 新宮の杜ヘルパー
ステーション

糟屋郡新宮町大字上府1429
︲１ 24・  ６・  １ 訪介・予訪介

粕居121 新宮の杜デイサー
ビスセンター

糟屋郡新宮町大字上府1429
︲１ 24・  ６・  １ 通介・予通介

粕居122 まりも小規模デイ
サービス

糟屋郡新宮町緑ケ浜２丁目
12︲14 24・  ６・  １ 通介・予通介

宗遠居25 デイサービス東高
倉

遠賀郡岡垣町東高倉２丁目
20︲10 24・  ６・  １ 通介・予通介

田川居275 キズナヘルパース
テーション

田川郡香春町大字中津原
2071︲１ 24・  ７・  １ 訪介・予訪介

田川居274 森山デイサービス 田川郡大任町大字大行事
2019 24・  ７・  １ 通介・予通介

指定番号 名　　　称 所　　在　　地 指定年月日 サービス項目

筑紫介歯66 むらさき歯科 筑紫野市二日市中央２丁目
12︲８ 24・  ４・  １ 居管・予居管

筑紫介歯67 フレンド歯科 筑紫野市塔原東２丁目４︲
５ 24・  ６・  １ 居管・予居管

大野介薬37 さかきばら薬局 大野城市下大利１丁目２︲
６（第３筑水ビル１F） 24・  ６・  18 居管・予居管

大野介薬46 シモセ薬局大野城
店

大野城市白木原４丁目１︲
４ 24・  ７・  １ 居管・予居管

大野居64 愛訪問看護ステー
ション

大野城市川久保３丁目３︲
23 24・  ６・  １ 訪看・予訪看

飯居294 ヘルパーステーシ
ョンみちくさ 飯塚市鹿毛馬1407︲２ 24・  ６・  １ 訪介・予訪介

田居175 デイサービスセン
ターぱらだいす 田川市大字夏吉3062︲１ 24・  ７・  １ 通介・予通介

柳居52 福丸介護サービス 柳川市上宮永町石橋921︲
15 24・  ６・  １ 訪介・予訪介

柳支10 よのもとケアプラ
ンサービス 柳川市東蒲池521︲１ 24・  ６・  15 居支・予支援

朝倉居55 デイサービスお多
福 朝倉市山田343︲１ 24・  ６・  １ 通介・予通介

八女居90
デイサービスセン
ター茶と花の里２
号館

八女市本村425︲280 24・  ５・  １ 通介・予通介
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　福岡県告示第1360号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第４項において準用する同法第50条

の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律（

平成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものと

された場合を含む。）の規定に基づき、指定介護機関から廃止の届け出があったので、

生活保護法第55条の２（法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む

。）の規定により次のように告示する。

　　平成24年７月31日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

          

          

          

          

         

 

          

　福岡県告示第1361号        

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第52条の２第１項の規定に基づき、土地改良区

  

　福岡県告示第1359号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第４項において準用する同法第50条

の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律（

平成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものと

された場合を含む。）の規定に基づき、指定介護機関から名称及び所在地の変更の届け

出があったので、生活保護法第55条の２（法第14条第４項においてその例によるものと

された場合を含む。）の規定により次のように告示する。

　　平成24年７月31日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　名称の変更

２　所在地の変更

行居92 グループホームコ
スモス今元 行橋市大字今井3138︲１ 24・  ６・  １ 認共・予認共

福津居41 向山デイサービス
センター

福津市花見が浜１丁目11︲
５ 24・  ６・  １ 認通・予認通

飯介247 新飯塚診療所 飯塚市柏の森946︲６ 24・  ５・  １

訪看・訪リ・
居管・予訪看
・予訪リ・予
居管

筑紫介薬73 ペリカン薬局福大
筑紫店

筑紫野市俗明院１丁目223
︲１ 24・  ４・  １ 居管・予居管

粕居118 デイホームたから 糟屋郡志免町別府３丁目２
︲23 24・  ６・  １ 通介・予通介

指定番号 旧　名　称 新　名　称 所　在　地 変更年月日

春居15 エフコープ介護サ
ービス福岡南

エスコープ介護
サービス春日

春日市光町２丁目 94
（第３りんご庵） 24・  ６・１

春居14 エフコープ介護サ
ービス福岡南

エスコープ介護
サービス春日

春日市光町２丁目 91
（りんご庵光町） 24・  ６・１

飯居265 ケアステーシ
ョン絆 飯塚市潤野 1153︲14 飯塚市相田 75︲77 23・  １・  27

中居60
デイサービス
センターなか
まの和

中間市太賀２丁目 14︲
19

中間市中央４丁目 21︲
６ 24・  ４・  2

春居15 エフープ介護
サービス春日

春日市光町３丁目 17　
Ｂ︲PLACE １階

春日市光町２丁目 94　
（第３りんご庵） 24・  ６・  １

古居51
まりもヘルパ
ーステーショ
ン

古賀市今の庄１丁目 24
︲47

糟屋郡新宮町緑ケ浜２
丁目 12︲14 24・  ６・  １

指定番号 名　　　称 旧所在地 新所在地 変更年月日

み生介老
１

介護老人保健
施設寿苑

みやま市瀬高町長田
1146

みやま市瀬高町坂田 59
︲１ 24・  ４・  １

指定番号 名　　　称 所　　在　　地 廃止年月日

行支24 行橋北地域包括支援セン
ター 行橋市樋町２︲11 24・  ３・  31

大介歯87 中尾歯科医院 大牟田市本町４丁目７︲２ 24・  ６・  27

大介歯195 福岡歯科クリニック 大牟田市大字歴木 1807︲80 24・  ５・  31

中支４ 砂山ケアプランサービス 中間市垣生下大隈田 1535 番地 18・  ３・  31
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4 の換地計画を平成24年７月19日付けで適当であると決定したので、同条第４項において

準用する同法第８条第６項の規定により公告し、その関係書類を次のように縦覧に供す

る。

　　平成24年７月31日        

福岡県知事　　小　川　　洋　　

   

　福岡県告示第1362号

　農業振興地域の整備に関する法律（昭和44年法律第58号）第７条第１項の規定に基づ

き、農業振興地域の指定（昭和45年12月福岡県告示第1143号）により指定した前原農業

振興地域の区域を次のように変更するので、同条第２項において準用する同法第６条第

５項の規定により公告する。

　なお、その関係図面は、福岡県農林水産部水田農業振興課及び福岡県福岡農林事務所

農山村振興課に備え置いて縦覧に供する。

　　平成24年７月31日

　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　農業振興地域名

　　前原地域

２　変更後の農業振興地域の範囲

　　次の図面の斜線部分に該当する土地の区域　　　　　　　　　

土地改良区名 縦覧に供する書類 縦覧期間 縦覧場所

福岡市広瀬石釜土地改
良区

換地計画書の写し
（石釜地区）

平成24年７月31日から
平成24年８月28日まで

福岡市早良区入
部出張所
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6 １　開発区域に含まれる地域の名称

　　行橋市大橋一丁目1966番１及び1966番３から1966番17まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　北九州市小倉南区湯川新町一丁目11︲28

　　有限会社　松下興産

　　代表取締役　松下　宣正

　福岡県告示第1366号

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成24年７月31日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　豊前市大字薬師寺73番５、73番６、260番２、261番１、261番３から261番29まで及

　び262番３

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　豊前市大字吉木955番地

　　豊前市

　　市長　釜井　健介

　福岡県告示第1367号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成24年７月31日

福岡県知事　　小　川　　洋　　 

　福岡県告示第1363号

　福岡県青少年健全育成条例（平成７年福岡県条例第46号）第16条第１項の規定に基づ

き、次の図書類を青少年に有害な図書類として指定したので、同条第６項の規定により

告示する。

　　平成24年7月31日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

　福岡県告示第1364号　

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項において準用する同法第18条第１

項の規定に基づき、次の都市計画を変更したので、同法第21条第２項において準用する

同法第20条第１項の規定により告示する。

　当該都市計画の図書は、福岡県建築都市部都市計画課において公衆の縦覧に供する。

　　平成24年７月31日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

　前原都市計画区域区分を変更　

　福岡県告示第1365号

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成24年７月31日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

種類 題　　名 図書番号等 発行所 指定理由

図書 １ 実話時代８月号 雑誌15277︲
08

株式会社メディア
ボーイ

青少年の残虐性を
著しく助長し、又
は青少年の非行を
誘発し、若しくは
助長し、その健全
な育成を阻害する
おそれがある。

図書 ２ 実話時報８月号 雑誌05167︲
８ 株式会社竹書房

図書 ３ 実話ドキュメント
８月号

雑誌05267︲
８ 株式会社竹書房

県 土 整 備
事 務 所 名

道 路 の
種 類 路線名 変 更

前 後 別 区　　　　間 幅 員
（ メ ー ト ル ）

延 長
（ メ ー ト ル ）
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　　平成24年７月13日

２　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　ドラッグコスモス福間店

　⑵　所在地　福岡県福津市手光南一丁目2092番２

３　大規模小売店舗の名称

４　大規模小売店舗を設置する者の名称及び住所

５　大規模小売店舗において小売業を行う者の名称及び住所

　福岡県告示第1370号

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第２項の規定に基づき、同法第

５条第１項の規定による届出があった大規模小売店舗について、変更の届出があったの

で、同法第６条第３項において準用する同法第５条第３項の規定により次のとおり公告

する。

　なお、当該届出及び添付書類は、この公告の日から４月間、福岡県商工部中小企業振

興課及び福岡中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成24年７月31日　　

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　届出年月日

　　平成24年７月13日

２　大規模小売店舗の名称及び所在地

　福岡県告示第1368号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成24年７月31日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成24年７月31日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

　福岡県告示第1369号

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規定に基づき、同法第

５条第１項の規定による届出があった大規模小売店舗について、変更の届出があったの

で、同法第６条第３項において準用する同法第５条第３項の規定により次のとおり公告

する。

　なお、当該届出及び添付書類は、この公告の日から４月間、福岡県商工部中小企業振

興課及び福岡中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成24年７月31日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　届出年月日

福岡 県道 大野城
二　丈  線

前 糸島市高祖268番１先から
糸島市高祖269番１先まで

15.0
〜

19.0
34.8

後 糸島市高祖268番１先から
糸島市高祖269番１先まで

15.0
〜

17.5
34.8

県土整備
事務所名 路 線 名 供　用　開　始　の　区　間

八女 浮　羽
石川内  線

八女市星野村17286番２先から
八女市星野村17290番１先まで

変更前 変更後

スーパードラッグコスモス福間店 ドラッグコスモス福間店

変更前 変更後

株式会社コスモス薬品
代表取締役　宇野　正晃
宮崎県宮崎市新栄町33番地

株式会社コスモス薬品
代表取締役　宇野　正晃
福岡県福岡市博多区博多駅東二丁目10番１号

変更前 変更後

株式会社コスモス薬品
代表取締役　宇野　正晃
宮崎県宮崎市新栄町33番地

株式会社コスモス薬品
代表取締役　宇野　正晃
福岡県福岡市博多区博多駅東二丁目10番１号
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１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　イオンモール福津

　⑵　所在地　福岡県福津市福間駅東土地区画整理事業地内100街区１ほか

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし

　福岡県告示第1373号

　特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第10条第１項の規定に基づき、特定非

営利活動法人設立の認証申請があったので、同条第２項の規定により次のとおり公告す

る。

　　平成24年７月31日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　申請のあった年月日

　　平成24年６月26日

２　申請に係る特定非営利活動法人

　⑴　名称

　　　特定非営利活動法人輝望

　⑵　代表者の氏名

　　　三池　由佳利

　⑶　主たる事務所の所在地

　　　福岡県筑紫郡那珂川町西畑628番地20

　⑷　定款に記載された目的

　　　この法人は、二酸化炭素の排出量を抑制する事業を行い、地球温暖化対策を推進

　　します。また社会福祉として、身体的自立支援だけではなく、精神的な自立を維持

　　し、高齢者自身が生きがいを持ち、尊厳を保つことができるような福祉サービスを

　　提供します。人にやさしく地球にやさしい活動に徹して、すべての人々が健やかに

　　暮らせる持続可能な社会づくりと福祉の増進に寄与することを目的とします。

　⑴　名　称　ドラッグコスモス福間店

　⑵　所在地　福岡県福津市手光南一丁目2092番２

３　大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

　⑴　荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

　福岡県告示第1371号

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項の

規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概

要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び福岡

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成24年７月31日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　イオンモール福津

　⑵　所在地　福岡県福津市福間駅東土地区画整理事業地内100街区１ほか

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし

　福岡県告示第1372号

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項の

規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概

要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び福岡

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成24年７月31日

変更前 変更後

午前９時から午前10時
午後９時から午後10時 午前６時から午後10時
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　福岡県告示第1374号

　特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第10条第１項の規定に基づき、特定非

営利活動法人設立の認証申請があったので、同条第２項の規定により次のとおり公告す

る。

　　平成24年７月31日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　申請のあった年月日

　　平成24年７月９日

２　申請に係る特定非営利活動法人

　⑴　名称

　　　特定非営利活動法人こすもすキッズサポート

　⑵　代表者の氏名

　　　梅木　千絵美

　⑶　主たる事務所の所在地

　　　福岡県大野城市筒井4丁目14番3号

　⑷　定款に記載された目的

　　　この法人は、保育を必要とする子どもに対して、保育所の運営をはじめ適切な保

　　育に関する必要なサービスを総合的に提供する事業を行い、子育てに前向きになれ

　　る当事者性を生かした支援活動、地域参画型の子育て支援、親子が幸せと思える安

　　定した生活の支援など、児童福祉の充実と向上に総合的に寄与することを目的とす

　　る。

　公告

　福岡県情報公開条例（平成13年福岡県条例第５号）第39条の規定に基づき、平成23年

度における同条例の運用状況を次のとおり公表する。

　　平成24年７月31日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

公　　　告



第３４１６号福 岡 県 公 報平成 24 年７月 31 日　火曜日 10
 

 

平成２３年度福岡県情報公開条例の運用状況  

 

Ⅰ 公文書の開示  

 

１ 公文書の開示請求と決定の状況  

  平成２３年度における公文書の開示請求の件数は１,８９８件で、そのうち実施機関が

開示決定等を行った件数は、取下げ及び却下の件数１３２件を除いた１,７６６件です

（表１）。 

 

 表１ 公文書の開示請求、開示決定等の状況  

    決 定 の 状 況 
  

  

 

 

開示請求 

 

の 件 数 
 

開示 

 

部分開示 非開示 不存在 

 

却 下 

 
取下げ 

１,８９８ ８１４ ８８５ ６７ ５３  ６ １２６ 
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２ 実施機関別の開示請求件数と開示決定等の状況  

 実施機関別の開示請求件数は、知事１,６６０件、警察本部長９０件、教育委員会６４

件、選挙管理委員会４３件等となっています（表２）。 

 

  表２ 実施機関別の開示請求件数と開示決定等の状況  

決 定 の 状 況 

非開示 
実 施 機 関 

開示請求

の件数 開示 部分開示
 不存在 

 

却下 

取下げ

総 務 部 １７２ １８ １１０ １４ １１ ２ ２８

企画・地域振興部 ３６ １０ ２４  ２

新社会推進部 ２３ ９ １２ １ １ １

保健医療介護部 ３８３ ２０１ １６１ ３ ３ １８

福祉労働部 １７８ ７０ ９４ ２ １ １２

環境部 １５２ ４０ １０１ ２ ２ ９

商工部 ７７ ３０ ４４ １ １ ２

農林水産部 １７５ １０３ ５１ １１ １１ １０

県土整備部 ３２６ １８３ １０９ １３ ８ ２１

建築都市部 １３８ ４７ ７７ ６ ６ ８

会計管理局 ０    

 

 

 

知

 

 

 

 

 

 

 

事

小   計 １,６６０ ７１１ ７８３ ５３ ４４ ３ １１０

議 会 ２０ ９ ７ ２  １ １

公 営 企 業 の 管 理 者 ３ １ ２ ２  

教 育 委 員 会 ６４ ２４ ２６ ２ ２  １２

選 挙 管 理 委 員 会 ４３ １１ ３０ １  １

人 事 委 員 会 ３ ３  

監 査 委 員 ２ ２  

労 働 委 員 会 １ １  

警 察 本 部 長 ９０ ５３ ２７ ７ ５  １ ２

海 区 漁 業 調 整 委 員 会 １ １  

内 水 面 漁 場 管 理 委 員 会 ０  

公 安 委 員 会 １  １

収 用 委 員 会 １ １  

地 方 独 立 行 政 法 人 ０  

地 方 三 公 社 ９ ５ ４  

合     計 
１,８９８

(100.0%)

８１４

(42.9%)

８８５

(46.6%)

６７

(3.5%)

５３  

(2.8%) 

６

(0.3%)

１２６

(6.7%)

 注 秘書室は、総務部に含みます。 
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３ 非開示事由適用件数  

  公文書の開示請求に対しては、請求に係る公文書中に個人に関する情報や事業情報等、

情報公開条例上の非開示事由に該当する情報が記録されているものを除き、原則的に開

示することとなります。なお、平成２３年度における非開示事由の事由別適用件数は、

表３－１及び表３－２のとおりです。 

 

  表３－１ 非開示事由の事由別適用件数（平成 13年 7月 1日前に作成・取得した公文書） 

件    数 福岡県情報公開条例（昭和６１年福岡県条

例第１号）第９条第１項各号 非開示 部分開示 計 

  第１号 個 人 情 報              １ １

  第２号 事 業 情 報              １ １

  第３号 行 政 内 部 情 報               

  第４号 国 等 関 係 情 報               

  第５号 行 政 運 営 情 報               

  第６号 捜 査 情 報               

  第７号 法 令 秘 情 報               

  第８号 議 員 個 人 ・ 会 派 情 報               

計 ２ ２

 
  表３－２ 非開示事由の事由別適用件数（平成 13年 7月 1日以降に作成・取得した公文書） 

件    数 福岡県情報公開条例（平成１３年福岡県条例

第５号）第７条第１項各号 非開示 部分開示 計 

  第１号 個 人 情 報              １ ４２０ ４２１

  第２号 事 業 情 報              ４８２ ４８２

  第３号 審 議 ・ 検 討 等 情 報              １ ７ ８

  第４号 行 政 運 営 情 報              ５ ４５ ５０

  第５号 任 意 提 供 情 報              ３ ３

  第６号 捜 査 等 情 報              ４ ４

  第７号 法 令 秘 情 報              １ ２ ３

  第８号 議 員 個 人 ・ 会 派 情 報              １  １

計 ８ ９６４ ９７２

  

注 重複適用があるため、表１の件数と合致しません。 
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４ 主な開示請求の内容  

  主な開示請求の内容は、表４のとおりです。 

 

 表４ 主な開示請求の内容  

請  求  内  容 件  数 実 施 機 関 

医療法人の決算書    ２３９ 知事（保健医療介護部）

公益法人の決算書    １９５ 知事（総務部等） 

社会福祉法人の決算書    １８２ 知事（福祉労働部等）

産廃業者の指導に関する書類    １０３ 知事（環境部） 

 道路供用開始等に係る工事図面     ８１ 知事（県土整備部） 

 

５ 公文書の開示請求者別内訳  

  公文書の開示請求者別内訳は、表５のとおりです。 

 

 表５ 公文書の開示請求者別内訳  

開 示 請 求 者 の 区 分                     件  数 

県の区域内に住所を有する個人     ７８１ 

県の区域内に事務所を有する法人その他の団体     ８００ 

県の区域外に住所を有する個人     １００ 

県の区域外に事務所を有する法人その他の団体     ２１７ 

            合      計 １,８９８ 
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６ 不服申立ての状況  

 公文書の開示請求に対する決定に不服がある請求者は、行政不服審査法（昭和３７年

法律第１６０号）の規定に基づき、不服申立てを行うことができます。 

 平成２３年度は、不服申立てが９件ありました（表６）。 

 
  表６ 不服申立ての状況  

情報公開審査会 
実施 (諮問 )機関の裁決

又は決定 不服申立案件 
実施（諮

問）機関 

不服申立 

年月日 
諮問年月日 答申年月日 裁決等年月日 裁決等内容

「土地改良区換地計画

認可申請書」部分開示

の件 

知 事 23.4.7 23.6.14 23.10.24 24.2.16 一部認容

「産業廃棄物最終処

分場廃止確認申請書

等」非開示の件 

知 事 23.7.14 23.9.15 24.2.27 24.5.1 棄却 

「公文書開示請求」却

下の件 

公 安 

委員会 
23.8.12 － － 24.7.12 棄却 

「公文書開示請求」却

下の件 

公 安 

委員会 
23.8.12 － － 24.7.12 棄却 

「西警察署職員名簿」

部分開示の件 

公 安 

委員会 
23.9.10 23.10.20 23.12.19 24.6.14 棄却 

「鉱区税調停伺書等」

非開示の件 
知 事 23.10.4 23.10.24 23.12.19 24.1.18 棄却 

「警備計画」部分開示

の件 

公 安 

委員会 
23.10.29 24.2.2 審査中 － － 

「社会福祉法人設立認

可申請書等」部分開示

及び非開示の件 

知 事 24.1.31 24.3.30 24.7.23 － － 

「公営団地等における

昇降機設備工事に係る

業者見積表等」部分開

示の件 

知 事 24.2.27 － － 24.6.26 認容 
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７ 苦情申出の状況  

平成２３年度は、苦情申出はありませんでした。 

 

８ 出資法人の情報公開の状況について  

情報公開条例第３７条第１項により実施機関が定める出資法人が行う情報公開制度の

状況は次のとおりとなっています（表７）。 

なお、平成２３年度は、出資法人が行った開示決定等に対する異議の申出はありませ

んでした。 

 

表７ 出資法人が保有する文書の開示申出の状況  

    決 定 の 状 況 
  

  

 

 

開示請求 

 

の 件 数 
 

開示 

 

部分開示 非開示 不存在 

 

却 下 

取下げ 

２  ２     

 

９ 指定管理者の情報公開の状況について  

情報公開条例第３７条の２第１項により県が設置した公の施設の管理を行う指定管理

者（実施機関が定める出資法人である者を除く。）が行う情報公開制度の状況は、次の

とおりです（表８）。 

なお、平成２３年度は、指定管理者が行った開示決定等に対する異議の申出はありま

せんでした。 

 

表８ 指定管理者が保有する文書の開示申出の状況  

    決 定 の 状 況 
  

  

 

 

開示請求 

 

の 件 数 
 

開示 

 

部分開示 非開示 不存在 

 

却 下 

取下げ 

２  １ １ １   
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Ⅱ 情報提供  

 

１ 県民情報センターと地区県民情報コーナーの配架資料  

  県民情報センターと地区県民情報コーナーでは、行政資料を配架し、閲覧、複写、

貸出し等のサービスをしています（表１、図１）。 

 

 表１ 配架資料の件数（平成 24年 3月 31日現在）  

地 区 県 民 情 報 コ ー ナ ー              
名    称  

県民情報 

センター 北九州 筑 後 筑 豊 京 築 小 計 
合 計 

件  数    10,324 1,997 2,042  2,081  2,054 8,174   18,498 

 

  図１ 配架資料の分野別構成比  

行政

(13.5%)

農林・水産

(11.3%)

生活・文化

(10.6%)

教育

(7.4%)

総記

(7.2%)
福祉・人権

(5.7%)

建設

(5.4%)

健康・医療

(5.1%)

財政

(4.8%)

資料一般

(4.8%)

政治

(4.4%)

環境保全

(4.2%)

労働

(2.9%)

安全

(2.8%)

その他

(7.2%)商工

(2.7%)

 

 注  「その他」は、自然・土地・人口、経済、運輸・通信、エネルギー・資源、余暇

・スポーツに関するものです。 
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２ 県民情報センターと地区県民情報コーナーの利用状況（表２、図２）  

 

 表２ 利用状況（平成 23年 4月 1日～平成 24年 3月 31日）  

区     分  情報提供（人） 写しの交付（枚） 資料の貸出（冊）

県民情報センター １８，９８２ ４３，６２８ １５３

北九州 ２，８１１ １，５５８ ９

筑 後 ３，８４２ ３，５１０ ８

筑 豊 ３，７５４ ５，９８５  １４
地区県民情報コーナー 

京 築 ２，９０１ １，３２７ ８

計 ３２，２９０ ５６，００８ １９２

 

 図２ 貸出状況の分野別構成比  

健康・医療

(22.9%)

福祉・人権

(18.8%)

総記

(10.9%)

環境保全

(8.8%)

生活・文化

(7.3%)

行政

(5.2%)

教育

(4.7%)

労働

(4.2%)

農林・水産

(3.6%)

建設

(3.1%)

財政

(2.1%)

資料一般

(2.1%)

その他

(4.2%)安全

(2.1%)

 

 注  「その他」は、自然・土地・人口、経済、運輸・通信、エネルギー・資源に関す

るものです。 

 

３ 行政資料の有償頒布制度  

  情報提供の充実を図るため、県民の皆さんの要望の高い行政資料を有償で頒布して

おり、「福岡県の希少野生生物-福岡県レッドデータブック2011-」等３１種類の行政

資料を３，１０３部頒布しました。 
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　公告

　福岡県個人情報保護条例（平成16年福岡県条例第57号）第68条の規定に基づき、平成

23年度における同条例の運用状況を次のとおり公表する。

　　平成24年7月31日

福岡県知事　　小　川　　洋　　
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平成２３年度福岡県個人情報保護条例の運用状況 

 

１ 自己情報の開示請求の状況 

(1)  文書による開示請求と決定の状況 

平成２３年度の文書による自己情報の開示請求の件数は２１７件で、そのうち実施

機関が開示決定等を行った件数は、取下げ及び却下の件数２件を除いた２１５件です

（表１－１）。 

 

 表１－１ 文書による自己情報の開示請求、開示決定等の状況 

    決 定 の 状 況 
  

  

 

 

開示請求 

 

の 件 数 
 

開示 

 

部分開示 不開示 不存在 

 

却 下 

 
取下げ 

２１７ ４８ １６１  ６  ４  １  １ 
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(2)  実施機関別の開示請求件数と開示決定等の状況 

実施機関別の開示請求件数は、警察本部長１４６件、知事６２件等となっています

（表１－２）。 

 

表１－２ 実施機関別の文書による自己情報の開示請求件数と開示決定等の状況 

      決 定 の 状 況 

不開示 実 施 機 関 
開示請求

の件数 
開示 部分 

開示  不存在

 

却下 
取下げ

総 務 部 ２ ２   

企画・地域振興部   

新社会推進部   

保健医療介護部 １５ １３ ２   

福祉労働部 ２４ １４ ７ ３ １  

環境部   

商工部   

農林水産部 ７ ５ ２   

県土整備部 １４ ７ ７   

建築都市部   

会計管理局   

 

 

 

知 

 

 

 

 

 

事 

小   計 ６２ ３９ ２０ ３ １  

議 会   

公 営 企 業 の 管 理 者   

教 育 委 員 会 ２ １ １ １  

選 挙 管 理 委 員 会 １ １ １  

人 事 委 員 会 ６ ５   １

監 査 委 員   

労 働 委 員 会   

警 察 本 部 長 １４６ ４ １４０ １ １ １ 

海 区 漁 業 調 整 委 員 会   

内 水 面 漁 場 管 理 委 員 会   

公 安 委 員 会   

収 用 委 員 会   

地 方 独 立 行 政 法 人   

合     計 
２１７

(100.0%)

４８

(22.1%)

１６１

(74.2%)

６

(2.7%)

４ 

(1.8%) 

１ 

(0.5%) 

１

(0.5%)

 注 秘書室は、総務部に含みます。 
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(3)  不開示事由適用件数 

開示請求に対しては、請求に係る個人情報中に開示請求者以外の個人に関する情報

や事業情報等、個人情報保護条例上の不開示事由に該当する情報が記録されているも

のを除き、原則的に開示することとなります。なお、平成２３年度における不開示事

由の事由別適用件数は、表１－３のとおりです。 

 

    表１－３ 不開示事由の事由別適用件数 

件    数 福岡県個人情報保護条例（平成１６年福

岡県条例第５７号）第１４条第１項各号 不開示 部分開示 計 

第１号 開 示 請 求 者 以 外 の個 人 情 報 ８４  ８４

第２号 事 業 情 報 ５  ５

第３号 審 議 ・ 検 討 等 情 報  

第４号 行 政 運 営 情 報 １ ９２  ９３

第５号 評 価 判 断 情 報 ３  ３

第６号 警 察 職 員 情 報 １３７  １３７

第７号 捜 査 等 情 報 ９ ９

第８号 法 令 秘 情 報  

第９号 未 成 年 者 等 情 報 ２  ２

第１０号 会 派 情 報  

計 ３ ３３０ ３３３

 注 重複適用があるため、表１―１の件数と合致しません。 

 

(4)  主な開示請求の内容 

   主な開示請求の内容は、表１－４のとおりです。 

 
表１－４ 主な開示請求の内容 

請  求  内  容 件 数 実 施 機 関 

警察が作成した相談カードに記載された 

自己情報 
    ６６ 警察本部長 

警察が作成した服務日誌に記載された自己情報     ３８ 警察本部長 

警察が作成した物件事故報告書に記載された 

自己情報 
１５ 警察本部長 

身体障害者手帳の申請書類 ９ 知事（福祉労働部） 

県職員採用試験における総合得点、順位等  ６ 人事委員会 
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(5) 口頭による開示請求（簡易開示） 

   平成２３年度の口頭による自己情報の開示請求（簡易開示）の件数は、８，９３４

件です（表１－５）。 

 簡易開示とは、実施機関があらかじめ定めた個人情報について口頭で開示請求を行

い、直ちに開示を受けることができるもので、県立の高等学校等の入学試験、職員採

用試験、県が行う資格試験等の結果（得点、順位等）が対象となっています。 

平成２３年度は、知事が２２、教育委員会が７、人事委員会が５、警察本部長が１

４、地方独立行政法人が１６、合計６４の試験又は選考が対象となっています。 

 

表１－５ 簡易開示の状況 （件数は平成23年4月1日から平成24年3月31日まで） 

実施 

機関 
開示の対象となる試験又は選考 件 数 開 示 期 間 

福岡県職員(労務職員を除く。)採

用選考試験  
２

合否発表日の翌日から１か月

間  

調理師試験  ３２ 合否発表の日から１か月間  

クリーニング師試験  ４ 合否発表の日から１か月間  

製菓衛生師試験  １ 合否発表の日から１か月間  

福岡県ふぐ処理師試験  ４ 合否発表の日から１か月間  

福岡県歯科技工士試験  ３７ 合否発表の日から１か月間  

福岡県准看護師試験  ３ 合否発表の日から１か月間  

毒物劇物取扱者試験  ４ 合否発表の日から１か月間  

福岡県介護支援専門員実務研修

受講試験  
２

合否通知を発送した日の翌日

から１か月間  

狩猟免許試験 ５ 合格発表の日から１か月間 

福岡県立高等技術専門校訓練生

選考試験  
１５２ 合否発表の日から１か月間  

採石業務管理者試験  ４ 合否発表の日から１か月間  

砂利採取業務主任者試験 １ 合否発表の日から１か月間  

家畜人工授精講習会修業試験 １ 合否発表の日から１か月間 

 

 

 

 

 

 

知 

 

 

 

 

 

 

 

事 

小   計 ２５２  
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福岡県公立学校教員採用候補者

選考試験（小学校教員、中学校教

員、高等学校教員、養護教員）

１
合否通知を発送した日の翌日か

ら１か月間 

福岡県立高等学校入学者選抜 ６,３０１

合格発表の日(全日制課程にお

いて補充募集が行われる場合

は、当該補充募集の合格発表の

日)の翌日から１か月間 

福岡県立中等教育学校及び福岡

県立中学校入学者決定 
１６

入学者決定結果通知を発送した

日の翌日から１か月間 

教 

育 

委 

員 

会 

小   計 ６,３１８  

福岡県職員採用Ⅰ類・Ⅱ類・Ⅲ類

試験  
５７８ 合否発表日の翌日から３か月間

福岡県職員民間企業等職務経験

者採用試験  
２８ 合否発表日の翌日から３か月間

福岡県職員採用選考（人事委員会

が実施する職員採用選考に係る

ものに限る。）  

２３ 合否発表日の翌日から３か月間

人 

事 

委 

員 

会 

小   計 ６２９  

福岡県警察官Ａ（男性）採用試験 ４３４ 合格発表の日から１か月間  

福岡県警察官Ｂ（男性）採用試験 １６５ 合格発表の日から１か月間  

福岡県警察官Ａ（女性）採用試験 ５６ 合格発表の日から１か月間  

福岡県警察官Ｂ（女性）採用試験 ２７ 合格発表の日から１か月間  

福岡県警察官Ｃ採用試験  ３ 合格発表の日から１か月間  

猟銃等講習考査  ８７ 合否発表の日から１か月間  

警備員指導教育責任者講習修了

考査  
２１１ 合否発表の日から１か月間 

機械警備業務管理者講習修了考

査  
１２ 合否発表の日から１か月間 

警備員等検定学科試験  １４７ 合否発表の日から１か月間 

警備員等検定実技試験  ９８ 合否発表の日から１か月間 

駐車監視員資格者講習修了考査 ３７ 合否発表の日から１か月間 

警 

察 

本 

部 

長 

小   計 １,２７７  
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九州歯科大学入学者選抜試験  １２８ ４月１６日から１か月間  

九州歯科大学アドミッション・オ

フィス入学試験  
２６ ４月１６日から１か月間  

福岡女子大学入学者選抜試験  １０６ 学生募集要項に定める期間  

福岡県立大学入学者選抜試験  １３２ ４月１６日から１か月間  

福岡県立大学推薦入学試験  ６１ ４月１６日から１か月間  

福岡県立大学社会人特別選抜試

験  
３ ４月１６日から１か月間  

福岡県立大学人間社会学部転・編

入学試験  
２ ４月１６日から１か月間  

地 

方 

独 

立 

行 

政 

法 

人 

小   計 ４５８  

合   計 ８,９３４  

 

２ 自己情報の訂正請求の状況 

訂正請求とは、開示を受けた自己の個人情報に事実に関する誤りがあると認めるとき、

実施機関に対し、その訂正（追加又は削除を含む。）の請求ができるものです。 

  平成２３年度は、自己情報の訂正請求が１件ありました（表２）。 

 

表２ 訂正請求の状況 

実施機関の決定 
訂正請求案件 

実施 

機関 

訂正請求 

年月日 決定年月日 決定内容 

休職期間に係る「病気休暇（休職）者の

状況報告書」の「休暇（休職）前の主な

業務及び勤務の状況」及び「休暇（休職）

前に所属で行った対応」記載の個人情報

知 事 23.6.28 23.7.26 不訂正 

 

３ 自己情報の利用停止請求の状況 

  利用停止請求とは、開示を受けた自己の個人情報が収集の制限（条例第３条）、目的

外利用・提供の制限（条例第５条）又は電子計算組織の結合による提供の制限（条例第

６条）に違反して利用又は提供をされていると思料するとき、実施機関に対し、その利

用停止を請求することができるものです。 

  平成２３年度は、自己情報の利用停止請求はありませんでした。 
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４ 不服申立ての状況 

 開示請求、訂正請求又は利用停止請求に対する決定に不服がある請求者は、行政不服

審査法（昭和３７年法律第１６０号）の規定に基づき、不服申立てを行うことができま

す。 

  平成２３年度は、不服申立てが４件ありました（表３）。 

 

表３ 不服申立ての状況 

個人情報保護審議会 実施機関の決定 
不服申立案件 

実施 

機関 

不服申立 

年月日 諮問年月日 答申年月日 決定年月日 決定内容

「病気休職の内申書類」

不訂正決定の件 
知事 23.8.2 23.9.22 24.1.19 24.3.7 棄却 

「服務日誌」部分開示決

定の件 

公安

委員

会 

23.7.21 23.10.20 24.2.16 24.6.14 棄却 

「訓練生の退校に関する

書類」部分開示決定の件 
知事 24.1.12 24.2.6 24.7.19 － － 

「個人情報保護審議会不

服申立部会会議録」部分

開示決定の件 

知事 24.2.15 24.3.12 24.7.19 － － 

 

５ 個人情報保護審議会 

個人情報保護審議会は、実施機関からの諮問事項の調査審議、審査、答申及び個人情

報保護制度に関する重要事項について建議を行うため、条例第５１条の規定に基づき知

事の附属機関として設置しています（設置は平成４年５月１日）。 

平成２３年度は、「インターネットのホームページによる暴力団関係事業者情報提供

事務」に係る諮問が１件あり、答申がなされました（表４）。 

 

表４ 個人情報保護審議会の答申 

答申年月日 件       名 実施機関 諮問年月日 

23.8.11 
「インターネットのホームページによる暴

力団関係事業者情報提供事務」について 
警察本部長 23.7.25 
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６ 事業者が取り扱う個人情報の保護 

知事は、条例第４７条により、事業者が行う個人情報の取扱いについて苦情相談があ

ったときは、これを適切に処理することとしています。 

平成２３年度は、苦情相談はありませんでした。 
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　公告

　福岡県飲酒運転撲滅運動の推進に関する条例（平成24年福岡県条例第１号）第33条の

規定に基づき、飲酒運転撲滅の日及び撲滅週間を設けたので、次のとおり公告する。

　　平成24年７月31日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　飲酒運転撲滅の日

　　毎月25日

２　飲酒運転撲滅週間

　　８月25日から同月31日まで


